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１．はじめに 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大（以下、コロ

ナ禍）に伴い、災害発生時に集団感染を引き起こさな

いよう、各自治体で避難所における感染症対策が求

められている 1) 。指定避難所については、感染症に

配慮した運営マニュアル等が作成され 2) 3) 4) 5) など、そ

れに基づいた想定訓練を実施されつつある 6) 7) など 。 

一方、福祉避難所に関しては、十分に検討されてい

るとは言い難い。福祉避難所の指定・協定締結先とし

て、約 6 割が高齢者施設、約 2 割が障害者施設とな

っており 8) 、福祉避難所を開設することによる平時

からの施設利用者への感染拡大のリスクが懸念され

るため、訓練等を中止するなど、福祉避難所の整備に

向けた取り組みが十分に実施できていない自治体が

みられる。また、これまでの災害では福祉避難所の不

足が課題として挙げられているが、神戸市ではコロ

ナ禍の影響で受入可能人数が想定の 4 割まで減る 9) 

など、災害時要配慮者の被災後の避難生活がさらに

困難となることが懸念される。コロナ禍であっても

福祉避難所を如何に確保し、運営していくかについ

て検討することは重要である。 

 

 

２．目的と方法 

本研究では、コロナ禍に対応した福祉避難所につ

いて、自治体としての取り組み状況を把握し、福祉避

難所の更なる整備への課題や工夫等を明らかにする

ことを目的とした。 

2020 年 9 月から 11 日にかけて、兵庫県内 41 市町

を対象にアンケート調査を実施した（表１）。全市町

から回答が得られた。 

 

 

表１ 調査の概要 

対象 兵庫県内 41 市町 

実施期間 2020 年 9 月～11 月 

有効回答数 41 市町 

有効回答率 100％ 

 

 

３．結果 

3.1 福祉避難所対象者 

災害時要配慮者を受入れる福祉避難所であるが、

コロナ禍においては、災害時要配慮者であっても症

状によって受入が出来ない可能性がある。 

受入対象者を「特に限定していない」は 4 割弱と

なっている（図 1）。災害時要配慮者が「濃厚接触者」

であった場合には 4 割弱の自治体で受入が出来ない

としている。次いで、「発熱者（37.5 度以上）」が 3 割

強、「咳をしている人」が 2 割強となっている。 

「その他」のうち約半数は「施設側と対応を協議す

る」としている。 

図１ 福祉避難所で受入できないもの（N=41） 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応した福祉避難所の整備に関する研究 

－兵庫県内 41 市町への調査を通して－ 
正会員 ○木作尚子*1  同 大西一嘉*2 

 

7.都市計画―5.都市環境と防災―d.災害事前対策 

福祉避難所, 新型コロナウイルス感染症, 災害時要配慮者, 自治体 
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3.2 施設間相互の連携・調整等の体制 

コロナ禍での福祉避難所となる施設間の相互の連

携・調整等の体制について「整備できていない」が約

半数と最も多い（図 2）。一方で「整備できている」

は約 2 割となっており、福祉避難所同士の横連携は

少しずつ進んでいる。 

図 2 施設間相互の連携・調整等の体制（N=41） 

 

3.3 行政から支給を見直した物品 

コロナ禍に対応して行政から福祉避難所への支給

を見直した物品について、5 割弱の自治体で「特にな

し」となっている（図 3）。支給品を見直した場合、

最も多いのは「消毒液（39.0％）」であり、次いで「マ

スク・フェイスシールド（34.1％）」「パーテーション

（31.7％）」「体温計（31.7％）」「簡易ベッド・段ボー

ルベッド（24.4％）」となっている。「その他」は「使

い捨て手袋」や「血圧計」といった物品が挙げられて

いる。また「検討中」「実際に開設を行う際には必要

物品の支給を視野に入れる」といった回答もみられ

る。 

 

3.4 福祉避難所への周知・指導 

コロナ禍に対応して、福祉避難所へ周知・指導を行

なった事項について「特になし」が約 7 割と、多くの

自治体で周知・指導をしていない（図 4）。周知・指

導をしているものとしては、「厳格なゾーニング（6 自

治体）」「換気（4 自治体）」などがみられる。「その他」

は「ガイドラインやマニュアルに基づく感染症対策」

を実施しているという回答や、「手洗い」「咳エチケッ

ト」「衛生環境の確保」「十分なスペースの確保」「一

般的な感染予防対策」を周知・指導しているといった

回答がみられる。 

図 4 福祉避難所への周知・指導（N=41） 

 

3.5 コロナ禍での福祉避難所の確保等の課題や既に

実施している工夫 

コロナ禍での福祉避難所の確保等の課題や既に実

施している工夫について、自由記述を求めたところ、

表 2 のとおり、回答が得られた。 

コロナ禍での福祉避難所の確保等の課題としては、 

①協定施設の利用者の安全を踏まえて、開設が困難

（芦屋市、宝塚市、姫路市、神河町）、②受入人数が

制限される、調整が必要（神戸市、尼崎市、宝塚市）、

③避難スペースの確保（神戸市、芦屋市）、④協定施

設の利用者との空間や動線のゾーニング（神戸市、宝 図 3 行政から支給を見直した物品（N=41） 
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神戸市 入所施設については入所者と避難者との空間、

動線の分離やコロナ感染症対策としての広い空

間の確保による受け入れ人数の調整が必要 

尼崎市 福祉避難所の受け入れ人数に限りがある中で、

本市の福祉避難所の半数以上は、重症化リスク

の高い高齢者が利用する民間施設であるため、

既存の利用者への感染拡大防止の観点から、受

け入れ人数がさらに制限されるといった課題が

ある。また、福祉避難所として活用できる市立の

施設や社会福祉施設の多くを指定する中で、新

たな指定までには至っていない。なお、コロナ禍

での民間の福祉避難所指定施設の活用が困難と

なることを想定し、災害時には福祉サービスを

提供していない市立の福祉避難所から優先して

開設することとしている。 

宝塚市 本市の福祉避難所の協定施設は、大半が高齢者

施設で一部が障碍者支援施設となっていること

から、入所者の安全を踏まえ、開設が難しいと判

断しているところもあります。また、一定の条件

で開設ができるとしても、ソーシャルディスタ

ンスの確保や動線の区分け等により、従来より

も受け入れ人数が減少していることが課題で

す。 

 

塚市、姫路市）、⑤パーテーション等の仕切りの準備

（西宮市）などが挙げられた。 

工夫としては、①市立の福祉避難所から優先して

開設（尼崎市）、②地域の公民館の避難所開設を促す

（小野市）、③民間の宿泊施設等にも協力を要請（新

温泉町）、④宿泊施設を避難所とする場合は優先的に

入れるようにすべき（佐用町）が挙げられた。 

 

 

４．まとめ 

指定避難所については、発熱・咳等のある者や濃厚

接触者を一般の避難者とは別の空間へ避難させるこ

とが検討されているが、福祉避難所については 4 割

弱の自治体で「特に限定していない」という回答を得 

 

 

 

西宮市 避難者が増え、人と人との距離が確保できない

状態になった場合にパーテーション等のしき

りを準備できるかが課題である 

芦屋市 施設内での避難スペースの確保が課題 

小野市 ・濃厚接触者を受入する専用避難所の体制整

備 

・地域の公民館の避難所開設を促し、各避難所

一カ所当たりの避難者を低減 

姫路市 福祉避難所として開設（避難者の受入れ）がで

きるか事前確認が必要。福祉避難所となる施設

で利用者と避難者のゾーニングができるか

（24 時間利用者がいる施設では、福祉避難所

としての機能が果たせないことが予想される） 

神河町 コロナ禍で福祉施設で福祉避難所を開設し、不

特定多数が利用できる想定はしがたい（入居者

への感染対策のため）。 

佐用町 既存の避難所は空調設備が乏しいので、宿泊施

設を避難所とする場合は優先的に入れるよう

にすべきと考えている 

香美町 香美町にはビジネスホテルがないため、軽症者

の待機する場所がない 

新温泉町 民間の宿泊施設等にも協力を要請していくも

のとしている 

 

た。また、「施設側と対応を協議する」とする自治体

も見られる。なお、福祉避難所の確保等の課題として

は、利用者と避難者の空間の確保や動線の分離に関

する課題が挙げられている一方で、避難者の中でも

有症状者と一般の要配慮者の分離に関する課題は見

られなかった点が、指定避難所におけるゾーニング

の考え方と大きく異なることがわかる。特に福祉施

設が福祉避難所の協定施設となっている場合、不特

定多数の避難者が利用することが困難であり、福祉

施設での受入可能人数を限定したり、福祉施設以外

の施設の活用によって対応することが検討されてい

る。 

また、行政から支給される物品は半数程度の自治

体で見直されていないことや、運営上の周知・指導に 

表 2 福祉避難所の確保等の課題や既に実施している工夫（自由回答） 
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＊1 人と防災未来センター 博士（工学）   Disaster Reduction and Human Renovation Institution, Dr. Eng. 

＊2 神戸大学大学院 博士（工学）      Graduate school of Engineering, Kobe Univ., Dr. Eng. 

 

ついては 7 割程度の自治体で行なわれていないこ

とから、コロナ禍における福祉避難所開設に向けた

整備が十分に進められていないことが明らかとなっ

た。 

福祉施設や公民館、宿泊施設など、指定・協定施設

の平時の用途によって対応が異なることが推測され

るが、それぞれの施設での福祉避難所開設・運営方法

について、個別に対応を検討し、福祉避難所間の相互

連携によって共通認識を測っておくことが、災害時

のスムーズな福祉避難所の開設・運営に寄与するも

のと考えられる。 
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